









Copyright (c) 2010 飯島滋明




























































































































































4 4 4 4 4 4 4
教育施設」，「取り扱い
























































































19）　具体的には，アメリカのWASC（Western Association of School＆Colleges，西部地域学校大学協会），
ACSI（Association of Christian Schools International，国際クリスチャンスクール協会），イギリスのECIS

















































































































































































































































































































































































































































法的義務である。日本語教育プログラムの開発や，JLS（Japanese as Second Language）教員免許
の創設，日本語能力に応じた編入学の学年についての柔軟な対応66）など，直ちに取り組む必要
があるものについては直ちに取り組むべきであろう。
　一方で，「外国人の子どもには就学義務がない」などという主張で，外国人の子どもへの教育
の責任を回避することも許されず，差別を生み出す法的しくみはただちに廃止されるべきであ
る。たとえば大学入学などの際に設けられた差別は撤廃されるべきである。「外国人学校が抱え
る大きな問題は財政的な部分なので，寄付金が損金扱いになるようにすべきです。そうしないと，
企業がなかなかお金を出しにくいでしょう」「インターナショナルスクールは寄付金が損金扱い
になっています。差別があってはいけません。学校としてきちんと運営されているところには，
1条校であるかどうかに関係なく，損金扱いになるようにすべきです。そうすれば，学校の教育
環境もずいぶん改善されるのではないですか」67）と，文部科学副大臣や文部科学大臣政務官など
を努めた池坊保子氏が述べているように，外国人学校に対する財政的な差別についても直ちに撤
廃されるべきだ。また，災害のための校舎修復の際に公立学校には3分の268），私立学校には2
分の169）の費用を国が負担すると定める「激甚災害法」は専修学校や各種学校には適用されない
とされてきた。学校保健，学校保険，給食，奨学金制度，通学や学内での安全対策などに関して
も，「1条校」とは異なる扱いがなされる。差別を生み出すこうした法的しくみも撤廃されるべ
きである。「外国人学校・民族学校の制度的保障を実現するネットワーク」（林同春・田中宏共同
65）　鄭茂憲「短期滞在から「定住」「永住」へ」月刊『イオ』編集部編前掲注（13）38頁。
66）　依光正哲編前掲注（2）108頁。
67）　池坊保子「子どもの教育環境を整えるのは大人の責任」月刊『イオ』編集部編前掲注（13）194頁。
68）　「この法律は，災害対策基本法（昭和三十六年法律第二百二十三五）に規定する著しく激甚である災害
が発生した場合における国の地方公共団体に対する特別の財政援助又は被災者に対する特別の財政援助又
は被災者に対する特別の財政措置について規定するものとする」（1条）という「激甚災害法」の16条1
項では，「国は，激甚災害を受けた公立の公民館，図書館，体育館その他の社会教育（社会教育法（昭和
二十四年法律第二百七号）第二条に規定する社会教育をいう。）に関する施設であつて政令で定めるもの
の建物，建物以外の工作物，土地及び設備（以下次項及び次条において「建物等」という。）の災害の復
旧に要する本工事費，附帯工事費（買収その他これに準ずる方法により建物を取得する場合にあつては，
買収費）及び設備費（以下次項及び次条において「工事費」と総称する。）並びに事務費について，政令
で定めるところにより，予算の範囲内において，その三分の二を補助することができる」と規定されてい
る。
69）　【激甚災害法17条1項】国は，激甚災害を受けた私立の学校（学校教育法（昭和二十二年法律第二十六号）
第一条に規定する学校をいう。以下同じ。）の用に供される建物等であつて政令で定めるものの災害の復
旧に要する工事費及び事務費について，当該私立の学校の設置者に対し，政令で定めるところにより，予
算の範囲内において，その二分の一を補助することができる。
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名古屋学院大学論集
代表）が提唱する，「外国人学校振興法」制定なども大いに議論されてもよいだろう70）。
　そのうえで，「自分の国，ルーツを大切にすることは自然なことです。1条校という選択肢だ
けではなく，それぞれの文化的背景や将来設計に見合った就学を認め，国がそれを支援」71）した
とき，はじめて「圧迫と偏狭を地上から永遠に除去しようと努めてゐる国際社会において，名誉
ある地位を占めたいと思ふ」という憲法前文の理念が実現されたと言えるだろう。
最後になるが，馳浩衆議院議員の発言で本稿を締めくくろう。
「民族教育や母国による教育を認めるのは当たり前のことでしょう。現に，それをチベットに認
めていないということで，中国を批判している。当たり前のことをしなければ，俺たちも中国を
批判できないよ」。
「日本に来て，恋愛もすれば，結婚もするでしょう。子どもたちの教育を整備してこそ，彼らも
安心して働けるというものじゃないですか。安い労働力さえあればいいのか。それでは，人とし
て，なっていないんじゃないのか」72）。
2010年1月31日脱稿
【追伸】本稿を執筆するにあたり，本学の多文化共生研究会の研究費の助成を受けて2008年9月
に浜松市教育委員会や川崎市の関係部署，本稿でも紹介した枝川学校関係者に聞き取り調査を
行なったが，現場に携わる方からならではの意見を頂いた。また，2009年11月23日，フェリス
女学院大学で私が担当する「外国人関係諸法B」の公開講座での，「多文化まちづくり工房」代
表早川秀樹氏の講演からも極めて有益な情報を得ることができた。この場にてお礼を申し上げた
い。
　また，本稿脱稿後，私はタイとラオスに1カ月ほど滞在したが，その間に高校無償化の対象か
ら朝鮮学校を外すという政治的な動きが進んでいた。こうした対応に関しては，「中等教育や民
族教育を受ける権利にかかわる法の下の平等（憲法第14条）に反するおそれが高く，さらには，
国際人権（自由権・社会権）規約，人種差別撤廃条約，子どもの権利条約が禁止する差別にあた
る」（2010年3月5日付日本弁護士連合会会長声明）といった声明が出されている（その他にも，
たとえば2010年3月4日付第二東京弁護士会会長声明）。さらには，国連の人種差別撤廃委員会
の対日審査の最終所見（2010年3月16日）では，日本政府が高校無償化で朝鮮学校を除外する
のは人種差別に当たり，人種差別撤廃条約の「教育に関する権利の平等保障義務」に違反してい
るとの警告がなされ，改善の勧告を受けている（2010年3月17日付『毎日新聞（夕刊）』）。
70）　外国人振興法案の内容については，外国人学校・民族学校の制度的保障を実現するネットワーク『すべ
ての子どもたちに学ぶ権利を !!「外国人学校振興法」パンフレット』（2009年）参照。
71）　児島祥美「目指すは「不就学ゼロ」，多様な学びを」月刊『イオ』編集部編前掲注（13）219頁。
72）　2008年7月4日付『東京新聞』。
日本にいる外国人の子どもと教育を受ける権利（憲法 26条）
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　外国人の子どもの教育に関する論文である以上，高校無償化からの朝鮮学校の排除問題につい
ても論じるべきだが，時間的な制約などで本稿では論じることができなかった。他日を期したい。
